
令和元年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

消防・防災体制の
充実

防災・危機管理体制の整備 1 防災無線保守事業

2 防災対策用備蓄事業

3 防災対策事業

4 栃木県防災行政ネットワーク維持管理事業

5 ため池ハザードマップ作成事業

6 自衛官募集事務

7 災害協定締結推進事業



年 月
年度

５

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 2 6 26 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 5111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 毛塚　敏夫

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災・危機管理体制の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

佐野市防災会議の開催
回 0 1 0 1 1

佐野市国民保護協議会の開催
回 0 1 0 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 人 120,018 119,348 118,450 113,667 112,909
町会数 町会 167 167 167 167 167

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

佐野市防災計画策定数
計画 1 1 1 1 1

佐野市国民保護計画策定数
計画 1 1 1 1 1

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

災害協定締結数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体 74 76 79 90 95

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 2,070 63 62 2 2
一般財源 千円 4,356 4,199 3,138 4,303 4,532

事業費計（A) 千円 6,426 4,262 3,200 4,305 4,534
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

旅費 4 報酬 99 報償費 1 報酬 244 報酬 244

消耗品費 1,222 旅費 9 消耗品費 42 旅費 19 旅費 19

燃料費 20 需用費 1,073 通信運搬費 1,765 消耗品費 529 印刷製本費 275

通信運搬費 1,748 通信運搬費 1,748 業務委託料 9 印刷製本費 275 通信運搬費 1,815

業務委託料 8 業務委託料 8 工事請負費 1,210 通信運搬費 1,815 業務委託料 10

工事請負費 1,264 工事請負費 1,274 負担金 173 業務委託料 10 賃借料 875

庁用器具費 2,160 庁用器具費 50 賃借料 875 工事請負費 1,296

工事請負費 538

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 800 800 800 800 800
人件費計（B) 千円 3,053 3,057 3,052 3,052 3,052

トータルコスト（A)＋（B) 千円 9,479 7,319 6,252 7,357 7,586

事務事業マネジメントシート

事務事業名 防災対策事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12274 一般 9 1 4 防災対策事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　平成17年度～　　年度

根拠
法令

条例等

災害対策基本法　　　　　　　　
佐野市地域防災計画

・防災会議を開催し、佐野市地域防災計画の見直しを行う予定であったが、令和元年東日本台風災害
により中止となる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・避難所の見直しによる案内看板の撤去等を行った。                                                                                   
・防災メールを活用し、情報伝達の充実を図った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・地域ＦＭ局の運用について担当課と情報共有等を行った。                                                                                                       

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

市民
町会

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

災害発生時において、被害を最小限にとどめる
ために、佐野市地域防災計画及び佐野市国民
保護計画の周知や避難訓練の実施等により、
地域防災体制を確立する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

市民の生命、財産を災害から守る
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

市民の安全を守るための防災諸施策実施に関
し、防災会議や国民保護協議会の開催等、防
災担当部局としての必要な基礎的事務を実施
する。また、見直しにより不要となった避難場所
看板の撤去等を行う。 大雨・台風などにより防
災行政無線が聞こえない場合があり、地域住民
に対して必要な情報は確実に伝えられるよう地
域ＦＭ局の開局に向けた検討を行う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 防災対策事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

市民の安全を守るための防災諸施策に関する「佐野市防災会議」「佐野市国民保護協議会」の開催や
防災に関する各システムの有効活用等、市の防災対策を充実させるために開始した事業。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

自治体による国民保護計画の運用がにわかに現実味を帯びてきた背景があり、今後市による防災対
策は、ますます重要性が高まるものと思われる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

議会において議員から、災害対策に関して数回にわたり質問がされている他、町会や福祉施設などか
ら防災に関する講話依頼を受けている。また、令和元年東日本台風を教訓に避難所や避難の在り方に
ついて多くの意見や要望が寄せられた。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

地域防災計画や国民保護計画の周知及び避難訓練等により、地域防災体制が確保できる。それはす
なわち、「安全・安心のまちづくり」という政策体系に直結する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

災害発生に対して普段から準備をし、減災を図ることは行政の責務であり、妥当である。

妥当である
理由・
改善案

本事業の対象は、災害がいつどこで発生するかわからないことから、市民全てである。また、防災・減
災に対する事業であることから、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

防災メールを活用した情報伝達手段の強化や避難所開設体制の見直しなど、有事の際の体制を充実
させており、事業の成果は出ている。要望が多い中での限られた予算内において事業を進めており、
現在向上余地というものはない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費や人件費を削減することは、備蓄品や初動対応人員の削減につながることから、事業費・人件
費を削減することはできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

安心・安全なまちづくりを行うことは、市の使命であることから、受益者負担を求める必要はない。

総
合
評
価

災害時の市民の安全確保は、災害対策基本法による行政の責務であり、そのためには、地域防災体制を確立する本事業は不可欠であり、終
了は現時点では不可能である。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

５

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 2 6 26 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 5111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 毛塚　敏夫

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災・危機管理体制の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 施設維持管理事業（市以外が主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

ネットワーク構成機関 機関 156 127 127 127 127

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市町 箇所 25 25 25 25 25
支部局・県出先機関 箇所 51 51 51 51 51
消防本部 箇所 12 12 12 12 12

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市町数 箇所 25 25 25 25 25

防災関係機関数 箇所 25 27 27 27 27

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

避難勧告等の災害情報の入手先を
知っている市民の割合

% 33.9 30.1 44.0 50.0 55.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 139 139 136 144 144
一般財源 千円 0 0 22 23 23

事業費計（A) 千円 139 139 158 167 167
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金 139 負担金 139 消耗品費 22 消耗品費 23 消耗品費 23

負担金 136 負担金 144 負担金 144

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 320 320 320 320 320
人件費計（B) 千円 1,221 1,223 1,221 1,221 1,221

トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,360 1,362 1,379 1,388 1,388

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県防災行政ネットワーク維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12275 一般 9 1 4 栃木県防災行政ネットワーク維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

平成12年度～
根拠
法令

条例等

電波法、栃木県防災行政ネット
ワーク管理運用要綱

・防災行政ネットワークの維持管理に関する保守点検業務・電話料金等に係る市町割負担金の栃木県
への支出（年1回）

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

　県出先機関、県内各市町・各消防本部、ライ
フラインその他防災関係機関

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

　県が設置した防災端末に係る経費の一部を
負担することにより、栃木県危機管理センターと
県出先機関、市町、防災関係機関が防災端末
により結ばれ、災害時に迅速・的確に対応する
体制を整えることができる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

　迅速かつ正確な災害情報を収集し、伝達する
体制を確立する。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　栃木県防災行政ネットワークは、県内の全市
町等に防災端末を設置し、気象情報の配信や
災害時における情報収集及び連絡体制を確保
するため、栃木県が整備したシステムである。
　本事業は、このシステムの運用に関して、定
期的な保守・点検を実施するとともに、端末設
置に付随した電気・回線・電波使用料を賄う事
業である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県防災行政ネットワーク維持管理事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

栃木県が平成１２年度から「栃木県防災行政ネットワーク」を整備し、運用を開始したのをきっかけに旧
１市２町で開始した事業。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

自治体による危機管理能力の重要性を問われる案件が、全国的ににわかに増加する傾向にあり、今
後市による防災対策はますます重要性が高まるものと思われ、防災行政ネットワークの有効活用が必
須となる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

佐野市議会議員からも、デジタル防災行政無線との関係などと合わせて、防災ネットワークの質問が
出ていた。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

栃木県防災行政ネットワークにより災害時の迅速な初動体制の確保を可能にし、また平常時において
も電話、ＦＡＸ送受信、県のオンラインネットワーク等で一斉放送に利用する。それはすなわち、「安心し
て安全に暮らせるまちづくり」という政策体系に直結する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

災害発生に対して関係機関相互の通信を確保し、気象情報の画像配信や災害現場の映像伝達等によ
り迅速な初動体制の確保をして、減災を図ることは行政の責務であり公共関与は妥当である。

妥当である
理由・
改善案

本事業の対象は、県機関、市町、消防本部、警察署、ライフライン、拠点病院等の機関であり、これら
の機関を結ぶことで、災害時の関係機関相互通信を確保できるため、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

限られた予算内において事業を進めており、負担金としての予算のため、現在向上余地というものはな
い。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費のほとんどが栃木県防災行政ネットワークの運営にかかる栃木県への負担金であるため、削減
することは出来ない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

全市民が対象であるから、改めて受益者負担を求める必要はない。

総
合
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

５

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 2 3 27 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 5111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 毛塚　敏夫

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災・危機管理体制の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

保守点検を行った移動系・同報
系の無線局数

局 224 224 224 224 224

業者による年間保守点検の回
数

回 2 2 2 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市内の移動系防災行政無線局 局 70 70 70 70 70

市内の同報系防災行政無線局 局 248 248 248 248 248

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

運用可能な防災行政無線の割
合

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

避難勧告等の災害情報の入手先を
知っている市民の割合

％ 33.9 30.1 44.0 50.0 55.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 29,418 26,010 26,576 27,157 28,495
事業費計（A) 千円 29,418 26,010 26,576 27,157 28,495

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

光熱水費 1,380 光熱水費 1,558 旅費 4 消耗品費 8 消耗品費 8

修繕料 1,409 修繕料 765 光熱水費 1,587 光熱水費 1,800 光熱水費 1,800

役務費 1,380 役務費 943 修繕料 220 役務費 1,667 修繕料 2,128

委託料 25,164 委託料 22,658 役務費 874 委託料 19,698 役務費 983

土地借上料 86 土地借上料 86 委託料 14,850 土地借上料 86 委託料 23,490

土地借上料 86 工事請負費 3,898 土地借上料 86

工事請負費 7,139

備品購入費 1,815

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 480 480 480 480 480
人件費計（B) 千円 1,832 1,834 1,831 1,831 1,831

トータルコスト（A)＋（B) 千円 31,250 27,844 28,407 28,988 30,326

事務事業マネジメントシート

事務事業名 防災無線保守事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12272 一般 9 1 4 防災無線保守事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

電波法、防災行政用無線局管
理運用要綱

・移動系・同報系の各無線の保守点検業務の実施（通年）
・移動系・同報系の各無線設備の維持管理に関する火災保険料、電気料、電話料、電波利用料、土地借上げ料等の支出（通
年）                                                                                                                                                                                             　                                                                                                       
・防災行政無線（同報系）再送信局移設工事（野上支所）　                                                                                                                      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・防災行政無線（同報系）屋外子局の修繕（植上町みのり幼稚園近傍）                                                                                              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・防災行政無線（移動系）車載機２台の購入（令和元年東日本台風の水災被害）　                                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・防災行政無線（移動系）唐沢山中継局１号送信部修繕　

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

現在運用中の２系統の防災行政無線（デジタル
移動系１系統・デジタル同報系１系統）

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

運用中の防災行政無線をいつでも完全な状態
で使えるように維持管理し、いつ、どこで、どの
ような災害が発生しても、１００％使用可能な状
態にしておく。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

迅速かつ正確な災害情報を収集し、伝達する
体制を確立する。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

防災行政無線は、災害時における情報収集及
び連絡体制、地域住民への情報伝達体制を確
保するため、市内全域で統一的な運用ができる
よう、デジタル方式で整備されたシステムであ
る。
　本事業は、現在運用中の２系統の防災行政
無線（移動系・同報系）の定期的な保守・点検を
実施するとともに、各無線システムの設備に付
随する電気・回線・電波使用料を賄う事業であ
る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 防災無線保守事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

災害対策基本法により、自治体は災害時に避難等の重要情報を市民に周知する義務があることから、
その手段として、まず旧葛生町において同報系と移動系を整備し、その後旧田沼町、旧佐野市におい
ても移動系を順次整備した。これに伴って保守点検を定期的に実施する必要があり開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

国は、国民保護計画に関連して、各自治体に対し、Jアラート（全国瞬時警報システム）整備のためのデ
ジタル同報系無線設置を強く働きかけている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

市民や議会の一般質問などで、防災行政無線の活用に対する提案や質問が出ている。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

すべての市民に、災害時の重要情報が迅速かつ的確に伝わらなければ、避難や誘導がスムーズに行
えない。したがって、常に防災無線を保守点検をしておく必要がある。それはすなわち、「安心して安全
に暮らせるまちづくり」という政策体系に直結する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

災害発生時に備えて普段から体制を整え、いざというときに正確な情報を収集するとともに、迅速な避
難情報を伝達、避難誘導を行うことにより減災を図ることは行政の責務であり、民間委託等は考えられ
ないことから妥当である。

妥当である
理由・
改善案

本事業の対象は、防災無線そのものである。また、いつでも１００％使用可能な状態にしておくという意
図は、市民に災害時の重要情報を伝達するための絶対条件で、双方ともに妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

もともと成果指標が１００％の運用を目標としている。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

年１回の保守点検実施は必要最低限の点検回数である。また、電気料や電話料といった維持管理コス
トについても必要最低限の経費を計上していることから、削減できない。いざというときに100％使用可
能であることを原則とする本事業については、削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

防災無線保守により、災害時に受益者となる可能性は全市民にあり、公益性が高い。改めて受益者負
担を求める必要はない。

総
合
評
価

防災行政無線は、必要不可欠な通信手段であることから、事業の終了はない。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

５

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 2 6 26 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 5111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 毛塚　敏夫

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 防災・危機管理体制の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

購入した備蓄食料数
食分 7,000 6,700 11,000 5,500 5,500

購入した備蓄飲料数
㍑ 4,800 5,520 11,004 5,500 5,500

備蓄場所(防災倉庫等)
箇所 22 22 22 22 22

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 人 120,018 119,348 118,450 113,667 112,909
避難所 箇所 55 55 55 55 55

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

基準数量に対する備蓄の割合　　
(食料)

% 125 131 142 100 100

基準数量に対する備蓄の割合　　
(飲料水)

% 128 141 177 100 100

防災倉庫整備率(倉庫数/23箇
所)

% 95.7 95.7 95.7 95.7 95.7 

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

災害協定締結数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体 74 76 79 90 95

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 500
一般財源 千円 1,464 2,396 8,671 2,477 4,969

事業費計（A) 千円 1,964 2,396 8,671 2,477 4,969
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

消耗品費 1,961 消耗品費 2,394 消耗品費 6,272 消耗品費 2,382 消耗品費 4,877

火災保険 2 火災保険 2 燃料費 35 燃料費 42 燃料費 39

手数料 1,773 火災保険 3 火災保険 3

火災保険 2 庁用器具費 50 庁用器具費 50

庁用器具費 588

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 320 320 320 320 320
人件費計（B) 千円 1,221 1,223 1,221 1,221 1,221

トータルコスト（A)＋（B) 千円 3,185 3,619 9,892 3,698 6,190

事務事業マネジメントシート

事務事業名 防災対策用備蓄事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 12273 一般 9 1 4 防災対策用備蓄事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　平成8年度～　　年度

根拠
法令

条例等

災害対策基本法
佐野市地域防災計画

・備蓄用食料・飲料水等購入(令和元年東日本台風により使用した飲食料も含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・備蓄用資機材（毛布、間仕切りセット、ブルーシート等）の購入(令和元年東日本台風により使用した資
機材も含む）　　　

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

・市民　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・避難所　

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

・災害発生直後から1日分の基準量の食料、飲
料水を確保することにより、防災力の向上を図
る。　　　　　　　                                                                                    　　　　　　
・多くの避難所に防災倉庫等を設置し、備蓄品
を配備して、避難所の実質的な運用を確立す
る。　

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

市民の生命を災害から守る。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

佐野市地域防災計画では、大規模災害の発生
した直後の市民生活を確保するため、「食料、
生活必需品の備蓄に努め、災害発生後3日間
に必要な物資を確保できる体制を整備するよう
に努めること」となっており、この計画に基づき、
備蓄基準数量を確保する事業であり、さらに避
難所ごとの確保を目指す。また、避難所へ防災
資機材を配備することで、避難所体制の充実を
図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
基準数量とは、避難想定人口7165人×3食(水
は3㍑)×1日である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 防災対策用備蓄事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成7年1月に発生した阪神・淡路大震災で、避難所における食料や飲料水が不足したという教訓を踏
まえ、災害発生後1日間の食料を備蓄するとともに、避難者が生活するために最低限必要な防災資機
材の整備をすることで、災害発生初期の対応が可能と考え平成7年度から開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・地域防災計画では、避難想定人口7,165人の1日分を佐野市単独で備蓄し、関係機関との協定による流通備蓄で2日分を
確保することとしている。
・市民には、最低３日分の水と食料の備蓄をセミナー等でお願いしている。
・近年、備蓄品の多様化が進み、要配慮者用の食料品や避難生活をするうえで必要な防災資機材も備蓄しなければならな
い。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

東日本大震災後に、議会や市民から災害備蓄の重要性についての声が多くなった。また、令和元年東
日本台風時に避難所へ4,000名を超える方が避難し備蓄用資機材（毛布、間仕切りセット、ブルーシー
トなど）のニーズが高まっている。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

災害時に住居等を失い避難所生活を余議なくされる可能性は全ての市民にあり、その際の食料、飲料水の確保や避難生
活をするために最低限の防災資機材の整備は、必要不可欠なものである。それを平常時に備蓄してしておくことは、すなわ
ち市民の安全確保、安心確保につながり、「安心して安全に暮らせるまちづくり」という政策体系に直結する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

災害発生に対して普段から準備をし、避難所に非常時食料の備蓄や防災資機材の配備を行って市民
の安全を確保することは行政の責務であり、民間委託等は考えられない。

妥当である
理由・
改善案

本事業の対象は、市内全域において災害が発生する可能性があるため、全市民である。また、非常時
食料等の確保は地域防災力の向上のためには必要不可欠であり、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

現在の飲食料の備蓄率は、基準値の100％であり、今後も維持する必要性がある。また、避難生活をするための最低限の
防災資機材も要望が多い中での限られた予算内において事業を進めており、向上余地というものはない。防災倉庫の配備
についても、「安かろう悪かろう」では備蓄品が傷んでしまうことから向上余地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

備蓄品について、保存期限のできるだけ長いものを購入することにより、相対的に期限切れ備蓄品の補充購入量が削減さ
れると考えられるが、その分単価が割高になることから、削減余地は今のところない。人権費については、係員1名で行って
いるが、備蓄品の選定、納品等事務煩雑で、成果を下げずに人権費を削減する余地は考えられない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

いつどこで災害が発生するかわからず、全市民が対象であるから、改めて受益者負担を求める必要は
ない。

総
合
評
価

災害時に備えなければならないので、本事業を休止・終了することはできない。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

５

１

１

１

0

Ｈ２９年度
（実績）

上位成果指標

事業費

0
項目

単位

回

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）

事業費項目

活動指標

ため池ハザードマップの作成

目
的

ハザードマップに落としこむため池の数

成果指標

ため池が決壊した際に、下流への影響度が大
きいと想定される地域住民

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市民の生命、財産を災害から守る

下流への影響度の大きいため池をハザード
マップに落とし込み地域住民に公表することに
より、万が一ため池が決壊した場合でも、迅速
かつ的確な避難を行うことができる.。
地域住民の防災意識の向上が図れる。

災害協定締結数

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 委託料

投
入
量

財源内訳 単位

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 0

千円県支出金

2

担当係

防災重点ため池を12箇所公表した。
そのうち、ため池ハザードマップを2箇所（諏訪溜、山越役の溜）作成した。

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

農　政　課

政策体系コード 5111

一部委託

塩田　妙子

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

快適により安全で安心して暮らせるまちづくり

近年、局地的な大雨や大規模な地震の発生
により、ため池の決壊による被害が各地で発
生している。万が一ため池が決壊した場合に
下流への影響度が大きいため池を、浸水想定
区域図をもとに想定し、対象地域の住民が迅
速かつ安全に避難できるよう「ため池ハザード
マップ」を作成・公表し地域住民へ周知する。

ため池ハザードマップの作成のみに係る費用
補助率：国庫100％

担当
組織

担当部

1

目

その他市民に対する事業

事
業
区
分

Ｒ１年度
（実績）

産業文化部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

1

農業振興係

Ｒ３年度
（見込）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

11

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

Ｒ２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

回

10

対象指標

ため池ハザードマップの公表

箇所

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安全で安心して暮らせるまちづくり

予算細事業名

消防・防災体制の充実

防災・危機管理体制の整備

5

根拠
法令

条例等

１．事務事業の現状把握【DO】

Ｒ３年度
（見込）

Ｒ１年度
（実績）

対象地域住民への周知 回

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

1

3,910 20,754

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（目標）

266

該当なし

Ｒ３年度
（目標）

新規事業

実施計画事業

2

0 11

Ｒ２年度
（目標）

180
0 687
0トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

0

人

時間

0

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

令和

事業費

Ｒ２年度
（目標）

90

災害対策基本法

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

19,800

Ｒ３年度（目標）

0

3,223

項目 項目

単位

19,800

Ｈ２９年度
（実績）

79団体

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

0954

1
250

6

R1年度～R2年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 ため池ハザードマップ作成事業

基本目標

政　　策

一般

期間限定複数年度

施　　策

1 ため池ハザードマップ作成事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

9269

款

市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

委託料

事業費

19,8003,223

項目

Ｒ１年度（実績）

3,223



現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

本事業は、R１年度からR2年度の期間限定の補助事業である。

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

ため池ハザードマップを地域住民に対して情報提供することにより、災害発生時に迅速かつ安全に
避難することができる。
日頃から浸水想定区域や避難経路など災害に対する意識が高くなる。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

ため池ハザードマップを地域住民に周知することにより、ため池の存在を認識するとともに、災害発
生時に安全に避難することができる。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

ハザードマップの作成・公表の整備主体は災害対策基本法により市の役割となっているため。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

ため池が決壊した際に、下流の人家への被害が大きい地域を、ため池ハザードマップに落とし込
み、地域住民に公表・周知することにより、万が一ため池が決壊した際にも、迅速かつ安全に避難
ができる。
地域住民の自主防災意識の向上が図れる。

市が行わなければならない

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費の大部分は県の補助対象分の支出であり、削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

産業文化部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
平成30年7月の西日本豪雨では多くのため池が決壊し、人的被害も発生した。これを踏まえ国にお
いては防災重点ため池の見直しが行われ、決壊した場合の影響度の大きいものから、ハザードマッ
プを作成するよう働きかけがあった。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

ため池を利用する農地が減り、管理者も高齢化し、今後適切に維持管理していくことが困難な状況
になる。

議会に於いてため池の管理等について質問されている。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

１．事務事業の現状把握【DO】

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

農　政　課 担当係 農業振興係ため池ハザードマップ作成事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

コスト

向
上

維
持

× ×

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

地域住民の安全・安心の確保は、市の使命でもあるため、受益者負担を求める必要はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果



年 月
年度

５

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 2 6 26 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 5111

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災・危機管理体制の整備 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 市民課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 戸籍係 担当課長名 大澤　美希

事業分類 広報・広聴・啓発事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

「広報さの」への自衛官募集事
項の掲載

回 3 2 0 2 2

・4月　適齢者名簿の提供
・5月　自衛官募集相談員委嘱式
・6月　「広報さの」への自衛官募集相談員の掲載
・3月　入隊・入校者記念品授与式
・3月　自衛官募集案内記載ウェットティッシュの配布
・通年　ポスター等の掲示（市民課、田沼・葛生行政センター）
・通年　市ホームページから自衛隊栃木協力本部のホームページにリンク
令和元年度は自衛官募集事項の広報掲載、横断幕掲揚の依頼なし

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

横断幕の設置（佐野庁舎） 期間（月） 3 3 0 3 3

立看板の設置（田沼・葛生庁
舎）

期間（月） 12 12 12 12 12

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野市管内の自衛官入隊者数 人 14 18 14 15 15
佐野市管内の募集対象年齢市民数 人 10,408 10,195 16,615 16,190 16,190

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

入隊者数/募集対象年齢 ％ 0.13 0.17 0.08 0.09 0.09

佐野市民
（募集対象年齢17～26歳
　令和元年度から17～32歳まで）
（入隊者　N年＋1年の４月入隊者）
（対象年齢市民　N年度　N年4月1日で算出）

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

自衛隊が行う自衛官募集活動の円滑な推進
が図れるよう、市民の自衛隊活動に対する理
解浸透を図る。

74 76 79 90 95

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 53 52 53 63 53
県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 13
63 53

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

53

作成委託料 32

消耗品費 66 消耗品費 20 消耗品費 53 消耗品費 63 消耗品費

420 420
トータルコスト（A)＋（B) 千円 429 392 480 483 473

人
件
費

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 95 89 112 110 110

事務事業マネジメントシート

事務事業名 自衛官募集事務
担当
組織

政策
体系

予算
科目 2520 一般 2 1 23 自衛官募集事務

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｓ２９年度～　　年度
根拠
法令

条例等

自衛隊法
自衛隊法施行令
地方自治法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

災害時の支援体制を整備する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

避難勧告などの災害情報の入
手先を知っている市民の割合

％ 33.9 30.1 44.0 50.0 55.0

災害協定件数 件

自衛隊法に基づく自衛官募集事務を行う。
 ・「広報さの」への自衛官募集事項の掲載
 ・各庁舎窓口でのポスター等の掲示
 ・自衛官募集案内記載の啓発物品の配布

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 363 340 427

事業費計（A) 千円 66 52 53

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 自衛官募集事務 担当部 市民生活部 担当課 市民課 担当係 戸籍係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

自衛隊法(昭和29年6月9日法律第165号)第97条により「市町村長は、政令で定めるところにより、自
衛官及び自衛官候補生の募集に関する事務の一部を行う。」こととされている。平成12年4月より地
方自治法第2条第9項第1号に規定する第一号法定受託事務となっている。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

東日本大震災をはじめとする災害時や海外の紛争地帯への派遣など、自衛隊の活動が見直されて
いる。
令和元年東日本台風（台風第19号）時には、自衛隊の協力により、がれきや泥の撤去、被災者に対
する入浴支援などが行われた。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

平成27年6月定例会、平成31年3月の予算審査特別委員会において、自衛隊事務所への適齢者名
簿の提供についての意見があった。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

法定受託事務である。

妥当である
理由・
改善案

法律に基づく事務である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

戸籍係に関係しない業務であるため、関連する部署が執行することで、円滑な事務運営が期待でき
る。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

法律に基づく事務であり、廃止できない。

戸籍事務に関連しない事務であるため、関連部署（危機管理課）と移管について協議したが、整わなかった。

結びついている
理由・
改善案

広く市民に知らせることは、自衛官の確保につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

国庫委託金（自衛官募集事務委託金）の範囲内で啓発を行っている。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者負担を求める内容ではない。

有
効
性
評
価

①移管先との交渉
②適齢者名簿の提供方法について、行
政経営課法務文書係への照会及び副
市長までの協議を行う。

①戸籍事務に関連しない事務であるため、引き続き移管を検討する。
②適齢者名簿の提供方法について協議を行う。

成
果

向
上

①②

維
持

×

低
下

× ×



年 月
年度

５

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 2 6 26 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 5111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 行政経営部 担当課 危機管理課

基本目標 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり 担当係 防災係 担当課長名 毛塚　敏夫

政　　策 安全で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 消防・防災体制の充実 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 防災・危機管理体制の整備 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

協議した回数
回 15 14 10 15 15

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

自治体数 件 1,718 1,718 1,718 1,718 1,718

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

目標災害協定締結数に対する
協定締結数の割合

％ 100.0 95.0 92.9 100.0 100.0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

災害協定締結数
件 74 76 79 90 95

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円
事業費計（A) 千円 0 0 0 0 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

正規職員従事人数 人 1 11 1 1 1
のべ業務時間 時間 100 100 100 100 100
人件費計（B) 千円 382 382 382 382 382

トータルコスト（A)＋（B) 千円 382 382 382 382 382

事務事業マネジメントシート

事務事業名 災害協定締結推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　Ｈ8年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市地域防災計画

・Ｈ31・4・22　ヤフー（株）との「 災害に係る情報発信等に関する協定」の締結   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・R1・8・1　　　損害保険ジャパン日本興亜（株）との「佐野市の防災力向上のための協力に関する協定」の締結　　　　
・R1・8・22　　清和紙器工業（株）との「災害時における段ボール製品の調達に関する協定」の締結

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

関係自治体、民間機関
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

災害協定締結先を増やすことにより、災害発生
時の応急対策活動を円滑に行う。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

有事に対応できる体制を整備する。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

豪雨、洪水、土砂災害、地震等災害発生に対
し、応急対策及び復旧対策について協力、応援
できる関係機関(民間、自治体、団体等)と災害
に関する協定を結び、応急対策活動を円滑に
行うことができるようにする。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 災害協定締結推進事業 担当部 行政経営部 担当課 危機管理課 担当係 防災係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成7年1月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、災害協定を締結する事により、災害発生時
には市の初動対応に加えて物資の融通等の応急対策の応援体制づくりを推進することとした。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・阪神・淡路大震災後は市民の防災に関する意識の高まりを見せたが、その後の意識は低下傾向で
あった。しかし、東日本大震災を契機に、再度、市民の防災に関する意識が高まっている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

議会において議員から、令和元年東日本台風を教訓としてより実効性のある災害協定の意見や要望
が寄せられている。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

災害協定締結による応援体制づくりは、安心して安全に暮らせるまちづくりに寄与する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

有事に備え関係機関と相互協力する体制づくりを進める本事業は、市が行うべき事業である。

妥当である
理由・
改善案

自治体、関係機関が協定締結により応援体制をつくることは、災害時の応急対策活動の円滑化につな
がる。

成果向上余地がない
理由・
改善案

締結数は確実に増えており協定内容も幅広くなってきている。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

負担はほとんどなく、受益性は大きい。また、公平性に問題はない。

総
合
評
価

有事に備え、災害協定締結を推進しているところであり、当面、本事業の休止・終了の考えはない。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価
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